
経済構造実態調査規則について 

 

１ 趣旨 

  総務省及び経済産業省共管の基幹統計調査となる経済構造実態調査を平成31年から実施する

ため、総務省・経済産業省令（経済構造実態調査規則）を制定する。 

 

２ 主な内容 

（１）本則 

経済構造実態調査の実施に関し必要な事項を規定するもの。 

（２）附則 

工業統計調査の対象となるものについて行う調査の特例を規定するもの。 

経済センサス活動調査規則の一部改正を行うもの。 

 

内容の詳細については別紙を参照。 

 

３ スケジュール 

平成31年４月１日に公布予定。施行は公布と同日。 



 

 

１ 経済構造実態調査規則 制定の背景 

現在、我が国の経済統計に係る調査は、経済センサス‐活動調査を実施する年以外の年（以

下「実施中間年」という。）において、基本的に産業ごと、所管府省ごとに実施されており、既

存の統計調査の結果を統合しても各産業にまたがる経済活動を同一時点で網羅的に把握するこ

とができない状況にあり、「公的統計の整備に関する基本的な計画」（平成 30年３月６日閣議決

定）において国民経済計算・経済統計の改善を始めとする府省横断的な統計整備の推進が求め

られたところである。 

上記を踏まえ、製造業及びサービス産業の付加価値等の構造を明らかにし、国民経済計算の

精度向上等に資するとともに、経済センサス‐活動調査の実施中間年における経済構造統計を

作成することを目的として、総務省及び経済産業省は平成 31年から経済構造実態調査を実施す

ることとしており、そのために必要な調査規則を制定する。 

 

２ 本則の内容 

（１）調査日 

調査は、経済センサス‐活動調査の実施中間年の毎年６月１日現在によって行うことを規

定する。 

（２）調査の種類 

調査は、甲調査及び乙調査の２種類で行うことを規定する。 

 （３）調査の対象 

甲調査は、事業を経営する個人及び日本標準産業分類に掲げる産業のうち次に掲げる産業

に属する法人を除く企業を対象とすることを規定する。以下甲調査の対象を「甲調査企業」

という。 

大分類Ａ―農業，林業 

大分類Ｂ―漁業 

大分類Ｃ―鉱業，採石業，砂利採取業 

大分類Ｄ―建設業 

大分類Ｎ―生活関連サービス業，娯楽業のうち、中分類七九―その他の生活関連サービ

ス業（小分類七九二―家事サービス業に限る。） 

大分類Ｒ―サービス業（他に分類されないもの）のうち、中分類九三―政治・経済・文

別紙 



化団体、中分類九四―宗教及び中分類九六―外国公務 

大分類Ｓ―公務（他に分類されるものを除く） 

乙調査は、特定のサービス産業に属する企業及び事業所を対象とすることを規定する。以

下それぞれ「乙調査企業」及び「乙調査事業所」という。 

 （４）調査事項等 

① 甲調査は、次に掲げる事項のうち甲調査企業の属性に応じて、必要となるものについ

て行うことを規定する。 

「名称、電話番号及び法人番号」、「所在地」、「経営組織及び資本金等の額」、「消費税

の税込記入・税抜記入の別」、「売上（収入）金額及び年間商品販売額」、「費用総額及

び費用の主要項目別金額」、「主な事業の内容」、「事業活動の内容」、「事業活動別の売

上（収入）金額」、「電子商取引の有無及び割合」、「年初及び年末商品手持額」、「年間

商品仕入額」、「事業区分別の費用割合」、「一事業区分に係る費用の項目別金額」、「甲

調査企業に属する事業所の名称及び所在地」、「甲調査企業に属する事業所の電話番号」、

「甲調査企業に属する事業所の主な事業活動」、「甲調査企業に属する事業所の売上（収

入）金額」、「甲調査企業に属する事業所の年間商品販売額」、「甲調査企業に属する事

業所の売場面積」及び「甲調査企業に属する事業所の卸売販売額に占める本支店間移

動の割合」 

② 乙調査のうち、乙調査企業に対する調査は、次に掲げる事項のうち産業及び従業者数

に応じて、必要となるものについて行うことを規定する。 

「名称、電話番号及び法人番号」、「所在地」、「経営組織及び資本金等の額」、「消費税

の税込記入・税抜記入の別」、「事業の形態」、「企業の系統」、「年間売上（収入）金額」、

「年間営業用固定資産取得額」、「会員数」、「加盟店数」及び「従業者数」 

③ 乙調査のうち、乙調査事業所に対する調査は、次に掲げる事項のうち産業及び従業者

数に応じて、必要となるものについて行うことを規定する。 

「名称、電話番号及び法人番号」、「所在地」、「本社の所在地」、「経営組織及び資本金

等の額」、「消費税の税込記入・税抜記入の別」、「本支社別」、「事業の形態」、「年間売

上（収入）金額」、「年間契約高及び契約件数」、「年間営業用固定資産取得額」、「入場

者数」、「受講生数」、「施設」及び「従業者数」 

（５）報告の義務 

   報告の義務を負う者は、甲調査企業及び乙調査企業を代表する者並びに乙調査事業所の管

理責任者であること規定する。ただし、本社において一括して調査を行う乙調査事業所の場



合においては、本社となる乙調査企業を代表する者が報告の義務を負うことを規定している。 

（６）調査の方法及び期間 

甲調査は、総務大臣及び経済産業大臣が甲調査企業ごとに調査票を送付し、回収すること

により行うことを規定する。乙調査においては、総務大臣及び経済産業大臣が乙調査企業及

び乙調査事業所ごとに調査票を送付し、回収することにより行う方法と、総務大臣及び経済

産業大臣が指定する企業に属する乙調査事業所の調査票を当該事業所が属する企業に一括し

て送付し、回収することにより行う方法の２通りの方法を用いることを規定する。また、調

査の期間は、調査日の属する年の五月十五日から六月三十日までの間であることを規定する。 

（７）期間の変更 

天災その他避けることのできない事故のため、調査の期間により難いときは、対象となる

地域を指定して、調査を行う期間を変更することができることを規定する。 

（８）電磁的記録媒体による調査票の送付等の手続（ＣＤ－Ｒ等の媒体による調査票の提出） 

電磁的記録媒体を用いて調査事項に関して報告をする場合の当該手続の適用範囲及び手続

の方法を規定する。 

（９）電磁的記録処理組織による調査票の送付等（オンラインによる調査票の提出） 

電磁的記録処理組織を用いて調査事項に関して報告をする場合の当該手続の適用範囲及び

手続の方法を規定する。 

（10）結果の公表等 

総務大臣及び経済産業大臣は、調査事項に係る情報の審査及び集計を行い、その結果を速

やかに公表することを規定する。  

（11）調査票等の保存 

調査票等の保存期間を規定する。 

 

３ 附則の内容 

（１）施行期日  

当該省令を公布の日から施行することを規定する。 

（２）工業統計調査の対象となるものについて行う調査の特例 

甲調査企業のうち、工業統計調査の対象となるものについて行う調査は、工業統計調査の

調査票の内容を記録した電磁的記録から、経済構造実態調査の調査事項に係る内容を電磁的



記録に転写することにより行うことを規定する。 

（３）経済センサス活動調査規則の一部改正 

経済構造実態調査の創設に伴い、経済構造統計を作成するための既存の調査について位置

付けに変更が生じることにより必要な規定の改正を行う。 

ここでは、既存の調査のうち、経済センサス活動調査規則について改正する。工業統計調

査及び経済センサス基礎調査については、別途、それぞれ改正する。 


